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本研究の遂行にあたり、次の２つの研究を実施した。
【研究１】
陸上競技日本女子短距離トップアスリート５名および陸上競技日本女子学生トップアス
リート１４名を対象に、５日間の合宿前後の酸化ストレスおよび抗酸化力を測定した。酸化
ストレスは血中ヒドロペルオキシド濃度をd-ROMs test（酸化ストレス測定器FREE、DIA-
CRON）にて測定した。抗酸化力はBAP test（FREE、DIACRON）を用いてFe３＋をFe２＋に還
元する能力として測定した。酸化ストレスと抗酸化力のバランスの評価として修正BAP／
d-ROMs 比（永田２００８）を用いて評価した。
合宿前後における d-ROMs 値は２９４．７±６０．２（平均値±標準偏差）U.CARR から３１１．３±

４６．４U.CARR へと有意に上昇した（p＜０．０５）。BAP値は２６２３．２±１６９．６μmol／�から
２５０８．８±１９３．６μmol／�へと有意に低下した（p＜０．０５）。修正BAP／d-ROMs 比は１．２３５±
０．３０から１．０８６±０．１５へと有意に低下した（p＜０．０５）。種目別に検討したところ、跳躍・投
擲選手の変化がやや小さく、短距離選手や中長距離選手の変化が比較的大きいことが認め
られた。
５日間の合宿時におけるトップアスリートの酸化ストレスは増加し、抗酸化力が低下す
ること、そのバランス評価である修正比も低下（悪化）することが認められ、合宿という
数日間のトレーニングによる疲労によって、酸化ストレス環境が悪化することが確認され
た。以上のことから、アスリートの疲労の客観的評価方法として酸化ストレス環境の評価
が有益であることが示唆された。
＜第７回日本疲労学会学術集会（２０１１．５．２１－２２）にて「陸上競技トップ選手における合宿
前後の酸化ストレス環境の変化」として発表＞

【研究２】
陸上競技日本女子短距離トップアスリート８名を対象に、通常のトレーニング時におい
て毎週１回酸化ストレス（d-ROMs test）および抗酸化力（BAP test）を測定し、酸化スト
レスと抗酸化力のバランス評価として修正BAP／d-ROMs 比を算出した。
d-ROMs 値は２５０U.CARR から３５０U.CARR の範囲で推移した。トレーニング負荷が高い時
期において３００U.CARR 以上を示すことが多く、酸化ストレスにおいて軽度（３２０U.CARR～
３４０U.CARR）や中等度（３４０U.CARR～４００U.CARR）の判定域であった。大会出場に向けて
のテーパリング時には酸化ストレスは有意に低下した（２３０U.CARR まで低下）。BAP値は
２１００μmol／�から２７００μmol／�を推移し、概ね正常範囲（２２００μmol／�以上が正常）で
あった。トレーニング負荷が多い時期にはトレーニングによって発生する活性酸素を処理
するため抗酸化力は低下すると予想されたが、今回対象とした選手は抗酸化物質を含んだ
サプリメントを摂取していたため、抗酸化力が極端に低下することなく概ね正常範囲で維
持されていた。しかし、高負荷トレーニング期間中は正常範囲ではあるが低値を示す傾向
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が認められた。酸化ストレス環境を示す修正BAP／d-ROMs 比は０．９３から１．３４を推移し
（１．００以上が正常）、テーパリング期には回復する（上昇する）傾向を示した。
本研究より酸化ストレス及び抗酸化力を毎週測定することで、アスリートの疲労を評価
することができる可能性が認められた。特に通常のトレーニング時の酸化ストレス環境と
比較することで、予定外の疲労の蓄積やテーパリングの善し悪しの判定など、これまで指
導者の経験則で判断していたことが数値として客観的に評価できる可能性が高まった。
＜１６th Annual Congress of ECSS（２０１１．７．５－９）にて「Oxidative stress status in female
international-level sprinters during tapering」の一部として発表＞

以上より、トップアスリートのトレーニングによる疲労の客観的評価方法として酸化ス
トレス及び抗酸化力の測定は非常に有益であることが示唆された。
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